
（2） 2010.　12.　11凡例　対対象　日日時　場会場　内内容　講講師　定定員　費費用　申申し込み　問問い合わせ

その他　105億円その他　105億円
その他　17億円
（議会､産業振興）
その他　17億円
（議会､産業振興）

一般会計
歳入

1,316億円

一般会計
歳出

1,270億円

市税
680億円
市税
680億円

国庫支出金
160億円
国庫支出金
160億円

都支出金
130億円
都支出金
130億円

繰越金
95億円
繰越金
95億円

繰入金
65億円
繰入金
65億円

市債　54億円市債　54億円

使用料･手数料
27億円

使用料･手数料
27億円

福祉のため
462億円
福祉のため
462億円

市政運営
のため
263億円

市政運営
のため
263億円

教育のため
164億円
教育のため
164億円

道路･公園等
整備のため
137億円

道路･公園等
整備のため
137億円

保健衛生･環境のため
109億円

保健衛生･環境のため
109億円

市債の返済のため
72億円

市債の返済のため
72億円

消防･防災のため　46億円消防･防災のため　46億円

差引収支
46億円

※金額は、表示単位未満四捨五入
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一般会計

1,3161,316
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1,2701,270

国民健康保険 介護保険 病院
※1

下水道

※1病院歳出決算額には現金支出を伴わない減価償却費等が含まれています。
※2その他＝後期高齢者医療、受託水道、忠生土地区画整理、老人保健医療

一般会計・特別会計の歳入歳出決算額

歳入
歳出

億円

（２０１０年３月３１日時点）
貸　　方借　　方

【負債の部】【資産の部】
１.固定負債 １,４１５億円１.公共資産 ７,０５１億円
　うち地方債・長期借入金 １,２２３億円　（土地・建物等）
　うち退職手当等引当金 １９１億円２.投資等 ２５３億円
２.流動負債 １５５億円　うち基金等 ２１８億円
負債合計 １,５７０億円３.流動資産 ２１０億円
【純資産の部】　うち資金 １０４億円
１.純資産 ５,９４８億円４.繰延勘定 ５億円
純資産合計 ５,９４８億円
負債・純資産合計 ７,５１８億円資産合計 ７,５１８億円

（２００９年４月１日～２０１０年３月３１日）
１.人にかかるコスト ３１１億円

経
常
行
政
コ
ス
ト

（人件費・退職手当等引当金繰入など）
２.物にかかるコスト ４７５億円
（委託料、消耗品費、維持補修費、減価償却費など）
３.移転支出的なコスト １,２７３億円
（社会保障給付、特別会計への繰出金、補助金等）
４.その他のコスト １０５億円
（支払利息など）
経常行政コスト合計（ａ） ２,１６４億円

経常収益合計（ｂ） ７９８億円
純経常行政コスト（ａ）－（ｂ） １,３６６億円

（２００９年４月１日～２０１０年３月３１日）
純資産残高（２００９年３月３１日時点） ５,９４９億円
純経常行政コスト △１,３６６億円
一般財源 ７６８億円
うち市税 ６８５億円
国や都からの補助金等受入 ５７７億円
その他 ２１億円
純資産増減額 △１億円
純資産残高（２０１０年３月３１日時点） ５,９４８億円

（２００９年４月１日～２０１０年３月３１日）
資金残高（２００９年３月３１日時点） １７１億円
経常的収支 １８６億円
支出 １,９９０億円
収入 ２,１７５億円
公共資産整備収支 △９５億円
支出 ２１６億円
収入 １２１億円
投資・財務的収支 △１５８億円
支出 １８８億円
収入 ３０億円
資金増減額 △６７億円
資金残高（２０１０年３月３１日時点） １０４億円

２００９年度決算状況 　市民の皆さんに納めていただいた市税がどのように使われ、市の決算はどのようになったかを
お知らせします。お問い合わせは財政課（辺辺７２４・２１４９返７２４・１１７２）へ。

歳入歳出決算状況

　２００８年度から２００９年度にかけて定額給付金の給付を行った影響により、前年度と比較して、歳入で
は繰越金が５７億円増え、歳出では市政運営のための支出が５７億円増えました。そのほかの特徴として
は、景気後退の影響で歳入のうち市税収入が１７億円減った一方、歳出では障がい者サービスや生活困
窮者への支援など、福祉のための支出が１４億円増えました。

　市では１年間にどのくらいの収入があり、何にいくら使ったかという「こづかい帳方式」で経理を行っています。この方式は、現在どれだけの資産や借金があるのか、
行政サービスを提供するのにどのくらいのコストがかかっているのかわかりにくいのが難点です。そこで、「民間企業方式」の決算報告書を一般会計と全ての特別会計、町
田市が加入している一部事務組合や関連する団体を合算した「連結財務諸表」として作成しました。

貸借対照表　住民サービスを提供するためにどれだけの財産
を持ち、その資産形成はどのような資金でまかなったか

行政コスト計算書　１年間の行政サービスに要し
た費用とサービスの対価としての収入はどのくらいか

資金収支計算書　市のどのような活動で資
金（現金）が使われ、増減したか

　２００９年度にふるさと納税制度などで町田市へお寄せいただいた寄附金の総額は、２７，３０５，７４１円でし
た。町田市では、この寄附金を、福祉や緑地保全、文化振興などに活用させていただきました。町田
市を応援して下さる温かいお気持ちに感謝します。ありがとうございました。

町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町町田田田田田田田田田田田田田田田田田田田田田市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市へへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへののののののののののののののののののののの寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄寄附附附附附附附附附附附附附附附附附附附附附ののののののののののののののののののののの使使使使使使使使使使使使使使使使使使使使使いいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみちちちちちちちちちちちちちちちちちちちちちにににににににににににににににににににににつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいててててててててててててててててててててて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・町田市への寄附の使いみちについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２００９年度の決算状況や財務諸表の詳細は、冊子「町田
市の財政」でお知らせしています。町田市ホームペー
ジや市政情報やまびこ、市内各図書館で１２月１５日から
ご覧いただけます。

連結財務諸表 －町田市の決算を民間企業方式で見ると、どうなっているでしょうか－

純資産変動計算書　貸借対照表上の純資産
が１年間にどのような要因で増減したか

＜重点政策プラン＞
○新庁舎の建設工事に着手（２０１２年度完成予定） ２億９，５６１万円
○鶴川駅前公共施設の設計を実施（２０１２年度開館予定） ８，３８９万円
○イベントごみ減量の取組みへの支援等により
　ごみの減量を推進 ８，４７４万円
○２０年間期間限定認可保育所４園等の整備費を補助 ２億４，９１９万円
○子どもの放課後対策（学童保育クラブ整備等）を実施 ２億８４５万円
○小山中央小学校の整備（２０１０年４月開校） ２０億６，５８７万円
○特別養護老人ホーム３施設（３４４床分）の整備費等を補助 １億１１８万円
○２０１３年多摩（東京）国体開催に向けた会場等の整備 ９億３，８９４万円
○主要な道路の整備 １６億７，８７４万円

＜行政経営改革プラン＞
○南町田駅前連絡所の増設（２００９年１２月開所） １，２１１万円

中期経営計画の着実な実施
＜緊急経済対策＞
○国・東京都制度を活用した雇用対策を実施 ２億１，５１４万円
○生活安定応援窓口や就労・住宅相談窓口の開設 ２，７０８万円

＜災害対策＞
○小・中学校７校の耐震工事、６校の耐震設計を実施　 ５億４，５７８万円
○家具転倒防止器具等の支給 ５，２０２万円

＜生活安心対策＞
○妊婦健康診査１４回分を助成 ２億２，６４４万円
○義務教育就学児への医療費助成を拡充 ２億３，６１８万円
○新型インフルエンザへの対応 ５，５５１万円

＜地球温暖化対策＞
○小学校３校・学童保育クラブ１か所の屋根に遮熱特殊塗装 １，５２１万円
○小・中学校４校に太陽光発電設備を設置 ７，１６０万円

＜その他＞
○定額給付金の給付 ５６億１，２５５万円

社会情勢を踏まえた事業の実施

主要な事業と決算額 －市民の皆さんに納めていただいた市税は、このように使われました－

主な財政指標 －町田市の財政状況を表す数値を見てみましょう－
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％ 経常収支比率の推移
町田市
多摩26市平均

90.790.7
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財政再生基準早期健全化基準２００９年度
２０．００％１１．２５％－％実質赤字比率
４０．００％１６．２５％－％連結実質赤字比率
３５．０％２５．０％１．６％実質公債費比率

３５０．０％－％将来負担比率

経営健全化基準２００９年度

２０％
－％病院事業会計
－％下水道事業会計
－％忠生土地区画整理事業会計

　家計にたとえ
ると、毎月の給
与収入に対する
食費や光熱水
費、ローンの返
済など毎月必ず
支出が必要な経
費の割合にあた
り、財政の余裕
度を示す指標で
す。

経常収支比率 健全化判断比率
　一般会計だけでなく特別会計を含めた赤字額、
公社・第三セクター等を含めた借金返済の単年度
負担や将来負担の大きさを数値化したものです。
※「－％」は、赤字や将来財政を圧迫する将来負担がないことをあらわしています。
※「早期健全化基準」は財政破たんの「イエローカード」、「財政再生基準」は「レッドカード」にあたる数値です。

資金不足比率
　市が経営する公営企業の資金不足の大きさを数
値化したものです。
※「－％」は、資金不足がないことをあらわしています。
※「経営健全化基準」は経営破たんの「イエローカード」にあたる数値です。


